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お 知 ら せ

１．件 名 平成２１年度ダム事業費等監理委員会の開催結果について

２．概 要 ダム建設事業は、調査計画段階から用地補償、生活再建、ダム本体施
工を経て管理段階に至るまで、長い期間と多額の事業費を必要とするプ
ロジェクトであり、事業者としてこれまでにも増してより一層コスト縮
減、工期短縮に取り組んでいくことが求められています。

このため、コスト縮減策や工程管理等について、ご意見をいただくた
め平成２０年８月５日に「ダム事業費等監理委員会」を設置しました。
今年度は平成２１年６月２３日に委員会を開催し、平成２１年度におけ
る事業執行についてご意見をいただきましたので、お知らせします。

３．資 料 ○平成21年度ダム事業費等監理委員会における主なご意見
○新丸山ダム建設事業

資料－１ 新丸山ダム事業費等監理委員会 運営要領
資料－２ 新丸山ダム建設事業について

○横山ダム再開発事業
資料－１ 横山ダム再開発事業費等監理委員会 運営要領
資料－２ 横山ダム再開発事業について

○設楽ダム建設事業
資料－１ 設楽ダム事業費等監理委員会 運営要領
資料－２ 設楽ダム建設事業について

４．同時配布 中部地方整備局記者クラブ、岐阜県政記者クラブ、三重県政記者クラブ、
美濃加茂市記者クラブ、可児市記者クラブ、大垣市記者クラブ、
豊橋市政記者会、新城市政記者クラブ

５．解 禁 指定なし

６．問合せ先 国土交通省中部地方整備局 河川部
広域水管理官 山内 博
建 設 専 門 官 國村 一郎
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副所長 新高 庸介
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副所長 川瀬 宏文
ＴＥＬ ０５３６－２３－４３３１



（別紙）

平成２１年度ダム事業費等監理委員会における主なご意見

ダム事業の事業執行に際し、ダムの事業費・工程管理の一層の充実を図るため、コスト

縮減策やその実施状況・事業の進捗状況・工程管理等について、ご意見をいただくための

学識経験者等で構成される「ダム事業費等監理委員会」を平成２０年８月５日設置しまし

た。

今年度は平成２１年６月２３日に委員会を開催し、平成２０年度の事業執行について報

告するとともに平成２１年度における事業執行計画について報告し、ご意見をいただきま

したので、主なご意見をお知らせします。

【新丸山ダム建設事業】

■コスト縮減や落札差金として発生した予算の扱い等について質疑があり、事業の進捗

を図るために活用している旨を説明しました。

■落札差金分はコスト縮減として計上しているのかとの質疑があり、落札差金はコスト

縮減額に見込んでいない、新技術採用や技術提案等によるコスト縮減分を示している

旨を説明しました。

■平成20年度のように鋼材等の資材単価の価格変動が大きい場合、工事費にどの様に反

映されるかとの質疑があり、工事請負契約書にそのような場合の対応を明示している

旨を説明しました。

■コスト縮減において、道路ルート選定の影響が大きいが、ルートを決めたときはコス

ト縮減を含めて検討しているのかとの質疑があり、概略設計においてコストを含めル

ート検討を実施しており、その際のコストが以降のコスト縮減額算定のベースとなる

ものである旨を説明しました。

■コスト縮減額の記載について、複数年度にわたる工事の場合、全体の縮減額なのか、

単年度の縮減額なのか分かるように表示することとのご指摘があり、今後、表示の仕

方を含め検討する旨を説明しました。

■新丸山ダム事業がどのくらい便益があるのかとの質疑あり、昨年度開催された「事業

評価監視委員会」において事業の効果を報告し了承されていることから、今後、本委

員会への報告方法について検討する旨を説明しました。



【横山ダム再開発事業】

■事業は順調に進んでいるという理解でよいか、また、補正予算で前倒しをして事業進

捗する必要性について質疑があり、本事業が平成２２年度完了予定で鋭意進めている

こと、早く洪水調節容量を回復するため、土砂掘削を行うことで効果が発生すること、

現在の経済情勢等考えれば地元企業等への経済効果も重要である旨を説明しました。

■補正予算の執行で期待できる効果の説明方法について検討されたいとの質疑があり、

今後は表示の仕方を含め検討するとの旨を説明しました。

■新横山橋は将来使うのかとの質疑があり、将来の維持掘削に使っていく旨を説明しま

した。

■デザインビルド（設計施工一体型）発注方式を活用すれば、今後もコスト削減できる

のかとの質疑があり、コスト縮減に寄与するが一方、入札業者は提案費がかかり受注

できなかった提案業者に対するフォローが課題との旨を説明しました。

■上記契約形式は随意契約となるのかとの質疑があり、一般競争の総合評価落札方式で

あり、学識者等第三者を含めた評価委員会で評価を実施している旨を説明しました。

■平成21年度に土砂掘削の選別を行い材料ストックとしてコスト縮減とあるが、ストッ

クを積極的に売却し各年度のコスト縮減とならないのかとの質疑があり、このような

建設発生土は、公共事業間で利用調整を行うシステムがあり、過去には徳山ダムの材

料に活用した。今後はダムの維持工事等に活用する予定。また良質な土砂は砂利採取

業者にて掘削搬出を行っていることからもダム管理者が自ら掘削し売却することは難

しい旨を説明しました。

■計画掘削量が３４０万m3から実施工は約３００万m3程度で収まる見込みとのことだ

が、徳山ダム完成後に土砂流入が少なくなったことが要因かとの質疑があり、当初よ

り徳山ダム完成後の流入は少なくなることで計画していたが、事業期間中の出水の程

度や頻度によって土砂流入量が想定より小さくなる見込みである旨を説明しました。



【設楽ダム建設事業】

■付替道路の橋梁の一部を盛土に変更してコスト縮減するとのことだが、ダムの貯水量

を侵すことにはならないのかとの質疑があり、貯水池内の原石山掘削等による増量を

勘案して貯水池容量に影響ない旨を説明しました。

■平成20年度予算執行内容の大幅な変更について、変更の結果、他の作業がどれだけ進

捗したのか分かる資料があるといいとの意見があり、全体を決めてから各年度にやる

べき事をそれぞれ決めていく基本であるが、例えば付替道路、ダム本体関連の調査・

設計は平成20年度でも21年度できるが、用地が買えない場合も想定して、それらの調

査・設計を前倒しするなどにより事業全体が遅れないよう対応している旨を説明しま

した。

■上記のように前倒しで実施しても地元状況が変われば手戻りが生じ、コスト増にはな

らないかとの質疑があり、地形測量等は同じ箇所を再度実施する必要はなく、手戻り

が生じないよう配慮している旨を説明しました。

■コスト縮減の資料で、工事全体の縮減額なのか、単年度の縮減額なのか分かるように

しないと後々費目の増減の判断が出来ない。某ダムでは当初の事業費から１．５倍の

事業費がかかってしまい非常に厳しい意見が出た。単年度でこれだけ費目の増減があ

るとそういう疑念を抱かれる恐れがあるとの質疑があり、今後、説明内容は検討して

いきたい旨を説明しました。

■事業費費目の変更意志決定の時期はいつ行うのか。全体事業費を工期内で完成するよ

う執行している現状は分かるが、単年度で無理に発注をせず、予算を返す選択肢もあ

るのではないかとの質疑があり、予算を返す選択肢もあるが、工程の遅れにつながる

場合があるので予算の流用を適宜判断している。また年度を繰越して予算執行する場

合は財務局の承認を得ている旨を説明しました。

■それぞれの項目の遅れがどの様に完成に影響するのか分かりづらい。今後の進捗が分

かるようにして欲しいとの質疑があり、予定どおり平成３２年の完成は可能であると

考えている。今後、説明内容は検討していきたい旨を説明しました。



新丸山ダム事業費等監理委員会
資料－1

新丸山ダム事業費等監理委員会 運営要領

第１条（総 則）

本要領は、「中部地方整備局ダム事業費等監理委員会設置要領（平成２０年３月３１日付国

部整河計第９２号）」第６条の規定に基づき、新丸山ダム事業費等監理委員会（以下「委員会」

という。）の運営に関する必要な事項を定めるものである。

第２条（組 織）

１．委員会は、別紙の委員をもって構成する。

２．委員長は委員の互選によって選出し、委員会を総括するものとする。

３．必要に応じ、委員長の指名する委員を追加することができる。

第３条（所掌事項）

委員長は、事務所長からの要請を請けて委員会を招集するものとする。委員会は、原則とし

て以下の事項について、確認を行うとともに意見を述べるものとする。なお、これ以外の事項

について、事務所長から要請のあった場合には、確認を行うとともに意見を述べるものとする。

１）事業の進捗状況

２）当該年度の予算と事業内容

３）当該年度の目標とスケジュール

４）コスト縮減策の具体的な内容

第４条（委員の任期）

委員の任期は、原則として委嘱のあった日から５年間とする。なお、５年以内に当該事業が

完成した場合は、管理に移行する日までとする。

第５条（事務局）

委員会の事務局は、新丸山ダム工事事務所工務課に置くものとする。

第６条（委員長への委任）

この要領に定めるもののほか必要な事項は、委員長が委員会に諮って定めるものとする。

附 則

この運営要領は、平成２０年８月５日から適用する。



別紙

新丸山ダム事業費等監理委員会・名簿

委 員

区 分 専門分野 氏 名 所 属

学識経験者 環境経済ｼｽﾃﾑ 小川 芳樹 東洋大学経済学部/教授

公認会計士 高木 正樹 高木正樹税理士事務所

マスコミ 前田 弘司 中日新聞社論説室／論説委員

交通工学 松井 寛 名城大学理工学部建設ｼｽﾃﾑ工学科/教授

ダム維持管理 松尾 直規 中部大学工学部都市建設工学科／教授

(委員長)

ｺﾝｸﾘｰﾄ工学 六郷 恵哲 岐阜大学工学部社会基盤工学科／教授

関係機関 堂薗 俊多 岐阜県県土整備部河川課長

伊藤 和久 愛知県建設部河川課長

吉田 勇 三重県県土整備部河川砂防室長

花本 希樹 関西電力(株)東海支社土木グループチ

ーフマネジャー

（50音順、敬称略）

事務局等

区 分 氏 名 所 属

中部地方整備局 山内 博 河川部広域水管理官

石原 篤 新丸山ダム工事事務所長

山本 孝之 丸山ダム管理所長
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Ｈ２１説明資料案 （H21.6.4）新丸山ダム事業費等監理委員会
資料－２

新丸山ダム建設事業について

平成２１年６月２３日
国土交通省 中部地方整備局

新丸山ダム工事事務所

〇場 所 右岸：岐阜県加茂郡八百津町 （木曽川水系木曽川）

左岸：岐阜県可児郡御嵩町

〇目 的 ・洪水調節(木曽川の洪水防御）
・流水の正常な機能の維持
・発電

事業の概要

やおつ

みたけ

かも

かに

新丸山ダムの概要
○流域図

ぎふ

ぎふ

きそがわ きそがわ

発電

○工 期 昭和55年度から平成28年度

○事業費 約１，８００億円

事業の現状

○経 緯 昭和55年 4月 実施計画調査着手
昭和61年 4月 建設事業着手
平成 2年 5月 基本計画策定平成 2年 5月 基本計画策定
平成 4年 3月 用地補償基準妥結
平成17年 6月 基本計画変更（工期延伸）
平成19年11月 木曽川水系河川整備基本方針策定
平成20年 3月 木曽川水系河川整備計画策定

○予算執行状況
・Ｈ２１年度 ２２．２５億円
・Ｈ２１年度まで 約６３５億円 （進捗率３５％）

１
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新丸山ダムの概要
ダム諸元

重力式ｺﾝｸﾘｰﾄﾀﾞﾑ
122．5m
382．0m
1，220，000m3
ＥＬ．214．3ｍ

貯水池諸元
2 409ｋｍ2

形式
堤高
堤頂長
堤体積
非越流部標高

流域面積

ダム現況

ダム標準断面図

2，409ｋｍ2
3.87ｋｍ2
146，350，000m3
ＥＬ.186.3ｍ
ＥＬ.209.4ｍ

総貯水容量

サーチャージ水位
常時満水位

流域面積
湛水面積

ダム完成予想図

２

新丸山ダムの概要

容量配分図

丸山ダム 新丸山ダム

洪水調節容量 20,170千m3

常時満水位

洪水調節容量 20,170千m3

常時満水位

洪水調節容量 20,170千m3

常時満水位

EL.186.3m

洪水調節容量 72,000千m3

常時満水位

不特定容量 15,000千m3

EL.186.3m

洪水調節容量 72,000千m3

常時満水位

不特定容量 15,000千m3

EL.186.3m

洪水調節容量 72,000千m3

常時満水位

不特定容量 15,000千m3

6.5m6.5m

発電容 量 18,220千m3

堆砂容 量 41,130千m3

発電容 量 18,220千m3

堆砂容 量 41,130千m3

発電容 量 18,220千m3

堆砂容 量 41,130千m3

発 電 容 量 18,220千m3

堆 砂 容 量 41,130千m3

発 電 容 量 18,220千m3

堆 砂 容 量 41,130千m3

発 電 容 量 18,220千m3

堆 砂 容 量 41,130千m3

不特定容量・・・既得取水の安定化及び河川環境の保全等

のための流水の確保のための容量
３
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・転流工
・放流設備
・ダム本体 等

主要工種別予定表

・地質
・材料試験
・模型実験 等

基礎データ収集 実施設計

調査・設計

環境調査

ダム本体に関わる詳細実施設計着手へ鋭意施行

建

設

段

階

工事用道路の工事

完

成

(

平
成
二
八
年
度

予

試
験
湛
水

管
理
用
設
備

基
礎
掘
削

仮
排
水
ト
ン
ネ
ル

堤体コンク
リート

基礎処理

放流設備

実

施

計

画

調

査

段

階

ダム本体工事

ダム本体着手に向け鋭意施工

予
定)

階

仮設備
（骨材製造プラント）

：実施中箇所

付替道路の工事

水没地等の補償

原石山
(骨材の採石場）

：現在まで実施状況

ダム本体着手に向け鋭意施工

一部地権者以外完了

４

平成20年度予算及び実施内容

工事費（４３０.０）

平成20年 当初 平成20年 変更主な変更点

○平成20年度予算額

・23.54億円 （累計 約６１３億円 約３４％）

(百万円） (百万円）

工事費（４１５.８）工事費（４３０.０）

原石山線（橋梁2箇所）（約３９０）
施設維持工事等（約４０）

測量及び試験費（２６７．０）

水文水質調査（約１０）
猛禽類調査（約２５）
施工計画検討等（約４５）
諸調査（設計技術補助等）（約１９０）

落札差金による減額
工事費（４１５.８）

原石山線（橋梁2箇所）（約２８４）
施設維持工事等（約１３２）

測量及び試験費（２９２．１）

水文水質調査（約１）
猛禽類調査（約２０）
施工計画検討等（約１１７）
諸調査（設計技術補助等）（約１５４）

計画検討を促進

前倒し等を行い促進

船舶及び機械器具費（２１．９）

電気通信施設保守点検、修繕等（約２２）

用地費及び補償費（１，３８０．０）

418号付替に伴う機能補償（約２０）
付替国道418号（新旅足橋等）（約１,３６０）

船舶及び機械器具費（２１．９）

電気通信施設保守点検、修繕等（約２２）

用地費及び補償費（１，３５２．９）

418号付替に伴う機能補償（約２５）
付替国道418号（新旅足橋等）（約１,３２８）

機能補償前倒し

５

落札差金による減額
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事業の進捗状況

(平成21年3月時点）

○事 業 状 況

・付替道路（国道４１８号）工事、工事用道路（原石山線）工事、ダム本体関連業務、用地補償等の進捗を図った。

補償基準他 平成４年３月　一般補償基準妥結 （地権者との用地補償等に係る基準は全て妥結）

９７％（１１４ｈａ）

１００％（４９戸）

３１％（９．７ｋｍ）

５３％（８．２ｋｍ）

７２％（１５．６ｋｍ）

付替道路
（国道418号）
（１５．４ｋｍ）

工事用道路
（全体）

用地取得
（１１８ｈａ）

家屋移転
（４９戸）

付替道路
（全体）

（３１．６ｋｍ）

６

８５％（３．７ｋｍ）

９３％（９．９ｋｍ）

…用地取得 …付替道路 …本体関連

仮排水トンネル 基礎掘削 コンクリート打設 試験湛水

（２１．６ｋｍ）

工事用道路
（原石山線）
（４．３ｋｍ）

工事用道路
（資材運搬線）
（１０．６ｋｍ）

ダム本体及び関連工事

平成20年度事業スケジュール管理表

○事 業 管 理

・鋼板材料入荷遅延がありましたが工程管理を行い工事完了させた。

・付替道路潮見地区改良工事の地質状況が当初想定と異なったため設計修正が必要となり次年度繰越

当初

終

備考(変更理由）

ダ

7月 8月 3月分類 件　名 区分 10月 11月 12月 1月 2月

原石山線改良工事

9月5月 6月4月

終

当初

終

当初

終 鋼鈑材料入荷遅延のため工期延期

当初

終

当初

終

当初

終

当初

ダ
ム
本
体
工
事

調
査
・
設
計

ＣＳＧ室内大型供試体試験業務

基礎岩盤評価手法検討業務

原石山線2号橋ＰＣ上部工事

原石山線3号橋鋼上部工事

猛禽類調査業務

国道418号新旅足橋上部工事

７

終

当初

終

当初

終

当初

終 地質変化に伴う設計修正のため一時中止（繰越）

付
替
道
路
工
事

国道418号3号橋ＰＣ上部工事

国道418号南戸地区舗装工事

国道418号潮見地区改良工事

国道418号新旅足橋上部工事

：変更実施期間

：実施期間
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平成20年度コスト評価総括表

○コ ス ト 縮 減

・計画の見直し等により約１０８百万円のコストを縮減

■コスト縮減額 （単位：百万円）

項目 コスト縮減の内容 縮減額 縮減額の反映内容 備考

○計画の見直し -47

橋梁上部の曲線部拡幅量の見直しによるコスト縮減 -33 工事コストの縮減

橋梁形式の見直しによるコスト縮減 -14 工事コストの縮減

○調査計画の変更

○工事の設計・施工計画の変更 -46

高強度材料の使用によるコスト縮減 -46 工事コストの縮減

○新技術、新工法の採用 -15

弾性固定支承装置の採用によるコスト縮減 -15 工事コストの縮減

○その他

８

■コスト増加額
項目 コスト増加の内容 増加額 増加額の反映内容 備考

○コスト増加額

平成20年度コスト評価総括表(個別コスト縮減策）

当初幅員構成 変更幅員構成

曲線部拡幅量の見直しによるコスト縮減 【計画の見直し】

原石山線３号橋上部工事

【着手時】

■コスト縮減内容

工事期間中において、ダンプトラックの徐行等の実施により、曲線部の拡幅巾を減少

■コスト縮減の要因

標準拡幅量０．７５ｍ → 計算値による拡幅量０．５ｍ よって総幅員９．２ｍ → ８．２ｍに縮小

■コスト縮減額

約３３百万円の縮減 （ ２６１百万円 → ２２８百万円 ）

当初（分散支承構造） 変更（弾性固定支承装置）

弾性固定支承装置の採用によるコスト縮減 【新技術、新工法の採用】

原石山線３号橋上部工事

【完成時】

■コスト縮減内容

技術情報提供システム(NETIS)に登録された新技術を採用しコストを約４５％削減

■コスト縮減の要因

分散支承構造から弾性固定支承装置にすることにより、支承を小型にできる。

■コスト縮減額

約１５百万円の縮減 （ ２８百万円 → １３百万円 ）

９
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平成20年度コスト評価総括表(個別コスト縮減策）

橋梁形式の見直しによるコスト縮減 【計画の見直し】

国道 号 号橋 上部 事

【着手時】

■コスト縮減内容

橋梁形式を６径間連続から３径間連続ラーメン２橋構造にすることにより、支承数を低減。

■コスト縮減の要因

当初（ＰＣ６径間連続） 変更（ＰＣ３径間連続）

ＰＣ６径間連続中空床版橋

支承数 １４箇所 支承数 ８箇所

ＰＣ３径間連続ラーメン中空床版橋 × ２

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ① ② ③ ① ② ③

国道４１８号３号橋ＰＣ上部工事

【完成時】

■コスト縮減の要因

支承設置箇所を １４箇所 → ８箇所 に縮減。

■コスト縮減額

約１４百万円の縮減 （ ３１３百万円 → ２９９百万円 ）

１０

平成20年度コスト評価総括表(個別コスト縮減策）

高強度材料の使用によるコスト縮減 【工事の設計、施工計画の変更】

国道４１８号新旅足橋上部工事

【着手時】

■コスト縮減内容

高強度材料（コンクリート（５０N）、鉄筋（SD490)を使用することにより、材料使用量を減少する。

■コスト縮減の要因

当初（一般的な材料を使用） 変更（高強度材料を使用）

コンクリート強度 σck=４０N/mm2

鉄筋強度 SD３９０

コンクリート強度 σck=５０N/mm2

鉄筋強度 SD４９０下スラブ厚=１．６ｍ 下スラブ厚=１．２ｍ

国道４１８号新旅足橋上部工事

【完成時】

コンクリート強度をアップ（４０N → ５０N） 下スラブ厚が １．６ｍ → １．２ｍ に縮減。

鉄筋強度をアップ（SD３９０ → SD４９０） 鉄筋使用量を 約１５％ 削減。

■コスト縮減額

約４６百万円の縮減 （ ２，９８９百万円 → ２，９４３百万円 ）

１１
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平成21年度予算、実施内容及びスケジュール

工事費（１５０．７）

平成2１年 当初

○平成21年度予算額

・22.25億円

(百万円）

・付替道路（国道４１８号）工事を潮南まで供用する。

・工事用道路（原石山線）工事、ダム本体関連業務、用地補償等の
進捗を図る。

○平成21年度 事業目標

○平成21年度 スケジュール

原石山線（橋梁1箇所等）（約１２０）
施設維持工事等（約３１）

測量設計費（１１４．０）

水文水質調査（約１０）
猛禽類調査（約３０）
基本計画検討（約２０）
諸調査（積算技術補助等）（約５４）

当初

終

当初

終

当初

終

当初

終

原石山線3号橋床版工事

12月 1月 2月 3月8月 11月4月

ダム本体工事

分類 件　名

調査・設計

猛禽類調査業務

地下水・水質調査業務

基本計画検討業務

9月 10月5月 6月 7月区分

船舶及び機械器具費（１９．４）

電気通信施設保守点検、修繕等（約１９）

用地費及び補償費（１，５０６．０）

418号付替に伴う機能補償（約６０）
付替国道418号（新旅足橋等）（約１,４４６）

１２

当初

終

当初

終

国道418号潮見地区改良工事 当初

（前年度より繰越） 終

付替道路工事

国道418号新旅足橋上部工事

国道418号照明工事

：地元・関係機関調整

：実施期間

平成21年度 事業実施箇所

平成２１年度供用開始

工

付

付

付工

 町道杣沢小洞線

L＝約2km

 林　道

L＝約3km

 国道418号

L＝約15km

　原石山線

L＝約4km

　県道井尻八百津線

付

工

付

付　県道井尻八百津線

L＝約1km

　県道大西瑞浪線

L＝約1km

資材運搬線

L＝約1km

付け替え対象道路

凡　例

平成２２年度以降予定箇所

平成２０年度まで完成

平成２１年度施工箇所

工 　資材運搬線

L＝ 約11 km

１３
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平成21年度コスト評価総括表

○コ ス ト 縮 減

・フレームレス広スパン型照明器具の採用による工事コスト・維持管理コスト縮減

■コスト縮減額 （単位：百万円）

項目 コスト縮減の内容 縮減額 縮減額の反映内容 備考

○計画の見直し -33

橋梁上部の曲線部拡幅量の見直しによるコスト縮減 -33 工事コストの縮減 （前年度から再掲）橋梁上部の曲線部拡幅量の見直しによるコスト縮減 33 工事コストの縮減 （前年度から再掲）

○調査計画の変更

○工事の設計・施工計画の変更 -46

高強度材料の使用によるコスト縮減 -46 工事コストの縮減 （前年度から再掲）

○新技術、新工法の採用 -5

フレームレス広スパン型照明器具の採用によるコスト縮減 -5 工事コストの縮減 （維持管理費 -8）

○その他

■コスト増加額

１４

項目 コスト増加の内容 増加額 増加額の反映内容 備考

○コスト増加額

当初幅員構成 変更幅員構成

平成21年度コスト評価総括表（個別コスト縮減策）
原石山線３号橋上部工事

(前年度から再掲）

■コスト縮減内容■コスト縮減内容

工事期間中において、ダンプトラックの徐行等の実施により、曲線部の拡幅巾を減少

■コスト縮減の要因

標準拡幅量 ０．７５ｍ → 計算値による拡幅量 ０．５ｍ よって総幅員 ９．２ｍ → ８．２ｍ に縮小

■コスト縮減額

約３３百万円の縮減 （ ２６１百万円 → ２２８百万円 ）

１５
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当初（⼀般的な材料を使⽤） 変更（⾼強度材料を使⽤）
国道４１８号新旅足橋上部工事

平成21年度コスト評価総括表（個別コスト縮減策） (前年度から再掲）

■コスト縮減内容

コンクリート強度 σck=４０N/mm2

鉄筋強度 SD３９０

コンクリート強度 σck=５０N/mm2

鉄筋強度 SD４９０下スラブ厚=１．６ｍ 下スラブ厚=１．２ｍ

■コスト縮減内容

高強度材料（コンクリート（５０N）、鉄筋（SD490)を使用することにより、材料使用量を減少する。

■コスト縮減の要因

コンクリート強度をアップ（４０N → ５０N） 下スラブ厚が １．６ｍ → １．２ｍ に縮減。

鉄筋強度をアップ（SD３９０ → SD４９０） 鉄筋使用量を 約１５％ 削減。

■コスト縮減額

約４６百万円の縮減 （ ２，９８９百万円 → ２，９４３百万円 ）

１６

平成21年度コスト評価総括表（個別コスト縮減策）
国道４１８号照明工事

当初（従来型トンネル照明器具） 変更（フレームレス広スパン型トンネル照明器具）

フレーム付き、

プレス加工、

低圧ナトリウムランプ

フレーム無し、

プレス加工、

広スパン対応型高圧ナトリウムランプ

■コスト縮減内容

平成１８年に技術情報提供システム(NETIS)に登録された新技術を採用し初期設備費を約４０％削減

■コスト縮減の要因

灯具の見直し(トンネル縦断方向の配光性拡大による取付個数（４８個）の削減）

■コスト縮減額

年間運転費を含む耐用年数２０年とした場合、約１３百万円縮減 （約 ３７百万円 →約 ２４百万円 ）

１７


